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スペインと移民問題
貞 義楠
要 約
スペインはヨーロッパ統合への積極的な参加を通じて、 1995年から2007年まで長期安
定成長を躯歌した。この繁栄期をもたらした諸要因について、経済通貨同盟EMUへの参
加要件（4つの収數条件）をクリアするプロセスに焦点を合わせて説明する。さらに繁
栄期の特徴であり且つその説明要因のひとつでもある、従前とは逆に流入する移民つい
て考察する。その際、移民のスペイン社会への統合にも触れておこう。
キーワード：スペイン；長期安定成長；経済通貨同盟(EMU)参加効果；収數計画；労働市場改
革；ネオ・コーポラテイズムの復活；住宅建設ブーム；移民ブーム；非正規就労移
民；外国人法；外国人労働者の「正常化」 ；移民の社会的統合
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はじめに－繁栄期の到来と逆転する移民の流れ
スペインは長らく移民の送出し国だった。 16～18世紀をつうじて中南米の植民地統治と
それに随伴して50万ものスペイン人が大西洋を渡って行った。1808年ナポレオンの侵略に
対してゲリラ戦しか打つ手のないスペイン。その間隙を突いて展開された独立戦争一天下
分け目の戦いは1824年ペルー南部のアヤクチヨで戦われた－の余儘が消え去った1880年
頃から内戦が勃発した1936年まで、半世紀ほどの問に約400万人（一説には600万人）が
移民として旧植民地に赴いた')。しかし中南米向けの移民は1960年代半ばに終息する。そ
れに代わって、戦後復興を終えて豊かになったヨーロッパに向かう移民が増えた2)｡l9世
紀末から農業季節労働の実績を有するフランスをはじめ、西ドイツ・スイス・ベルギーをめ
ざして、貧しかったスペインを後にしたのである。漸減する中南米向けも含めると1950年
代に649,039人、60年代に929,662人の移民が記録きれたが、危機の70年代には492,991人、
1)拙稿「スペインと移民:<そのl>中南米の殖民と移民」関西大学『経済論集』57巻1号を参照されたい。
2）拙稿「スペインと移民：〈その2〉欧州への移民」関西大学『経済論集』57巻3号を参照されたい。
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80年代に195,944人そして20世紀最後の10年間ではわずか27,683人にとどまった。他方で、
第1次石油危機の後、移民先より戻る人たちが増えた結果、外国に在留するスペイン人の数
は1993年の2,327,759人から2004年には1,497,817人に減った(BlanesCrist6bal2008p､96)3)。
移民の流出が停止した90年代半ばからスペイン経済は息の長い繁栄を認歌する。それに
呼応してこの国をめざす移民も急増する。スペインの住民登録台帳によれば「外国で生まれ
て当地に居住する人」の数は、 1996年の50万人余り（全人口のl.4%)から2008年末には
447万人(10%強）に達した。本稿では、こうした「移民ブーム」を念頭に置きながら、10
年以上も続いたスペイン経済の長期安定成長について考察する。だがその前に、この繁栄期
を迎えるまでのプロセスをごく簡単に見ておこう。
1節繁栄期に至るまでのスペイン経済
ユーロ域の一人当たり実質GDPを100として、スペインのそれがどれほどキャッチアッ
プしたかを明示している図表1と、 1961～2005年を4期に分けて各期の両地域における平
均実質成長率と毎年の実質成長率を併記した図表2から次のような事実が読み取れる。
図表1 スペインの一人当たり実質GDP(ユーロ域=100;購買力平価表示）
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出所)Ayuso-i-Casalsaaﾉ.2005p.3
注）ユーロ域とは、旧来の通貨に代えてユーロを導入した諸国からなる。
3）なお1996年の推計によれば、外国に在留する移民210万人のうち37%は欧州に、60%はアメリカ大陸に
分布していた(ColectivolOE2003p.17)。
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図表2スペインとユーロ域の実質経済成長率
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*l期）経済が破綻してIMFから金融支援を受ける際に策定した「経済安定化4カ年計画」
(1959.7.)4)の効果が見え始めた1961年から、第1次石油危機とブランコ体制崩壊の「二重
危機｣に襲われる74年まで､スペインは｢奇跡の高度成長」を経験した。この時期にピレネー
を越えた移民は、失業圧力の低下と留守家族への送金を通じて、母国の高度成長に大きく貢
献したのであった。
＊2期）しかし経済危機と政治危機の併発ゆえに10年も続いた｢長い不況のトンネル」(1975
～84）のなかで、80％近くまで追い着いていた一人当たり所得水準は9ポイントほど後退
する。こうした暗い経済状況のなかで、Aスアレス率いる民主中道連合政権は、共産党を
含むすべての政党を合法化して41年ぶりに自由な普通選挙を実施した(77.6.)。そこで議席
を得たすべての政党が一堂に会して二重危機から脱出する方途が策定された。ネオ・コーポ
ラテイズムの萌芽となる「モンクロア協定」 （77.10.)であるが、協定の政治テーマに沿って
まず「78年憲法」が結実した5)。これでEC加盟のための「豊か」で「自由な」経済社会と
いう2条件が、奇跡の高度成長と民主制への移行によって充たされた。
4）これを契機にスペインはアウタルキーに見切りをつけて「国外」に経済を開放し「国内」では市場経済
を導入することになった。
5）協定の経済テーマの解決は、F.ゴンサレスの社会労働党政権(1982～96)に委ねられた。
ブランコ体制をとりあえず政治面で一掃した憲法の第1条で「スペインは民主主義の法治国である」こ
とを確認し、第2条で「スペイン国を構成する諸地方の自治権を認知し保障」した。それを承けて中央
から地方の政府へ財政権限が漸次移譲され、 2002年時点で「スペインはEU諸国のなかで最も地方分権
化が進んだ国のなかに数えられる」ようになった。公共支出に占める地方政府（自治州と地方自治体）
のウエートは78年の10%弱から03年にはほぼ46%に上昇している(Ayuso-i-Casals〃〃2005p.33)。
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＊3期）念願のEC加盟条約調印の85年から始まった「回復期」は､92～93年のリセッショ
ンを経て94年末まで続く。呼び水は今回も外国からもたらされた。ECのメンバーとして
｢西欧生産ネットワーク」に組み込まれたスペインへ、外国企業は直接投資FDIや合併買収
M&Aを駆使して殺到した(図表3)。とりわけ86年から91年にかけて自動車を筆頭に化学・
鉱業・エレクトロニクス産業などは、外国資本の「草刈り場」となり 「FDI(主導）成長サ
イクル」が展開きれた。FDIは90年代初頭にGDPの2%、総固定資本形成のほぼ9%に
達した(Ayuso-i-CasalsBM/､2005p20)。スペイン経済は､59年の安定化計画採用時の｢開国」
に匹敵する大きな転機を迎えたのである。この回復～上昇局面は､スペイン版「双子の赤字」
(財政赤字と貿易赤字）の悪化と後述する外国発の「輸入バブル」が臨界点を越える91年ま
で持続した。
図表3スペインにおける対内直接投資と対外直接投資の推移（各フローのGDP比、%)
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まず、財政赤字の普遍的要因として、2度の石油危機による生産や雇用へのダメージを軽
減するために発動された拡張的財政政策とその後遺症（累積赤字）が挙げられる。さらにス
ペイン固有の赤字要因も指摘できる。ブランコ時代の「開発独裁」によって奇跡の高度成長
がもたらされた以上､ブランコが没する75年までスペインは｢福祉国家｣とは程遠い存在だっ
た｡独裁者の死去によりやっとスペイン国民も当然の権利として｢生命､自由及び幸福の追求」
を主張できるようになった。福祉国家への取組みは、82年に誕生した社会労働党PSOE政
権によって本格化した結果、貧富の差も縮まった（図表4)。他方で、財政赤字は1991年に
44
45スペインと移民問題（楠）
単年度でGDP比4.3%、累積では同じく44.3%に達した。
図表4最も貧しい階層1から最も豊かな階層10の1980～1990における所得変動
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こうした財政の椀飯振る舞いはインフレ圧力を高めただけでなくスペイン経済の宿痂たる
常収支とりわけ貿易収支の赤字6）を一層拡大した。そこでインフレと貿易赤字の対策と経 わけ貿易収支の赤字6）
6） 20世紀以降スペインが貿易収支で目につく黒字を記録したのは、第1次大戦による特需を中立国として
享受した1915～19年しかない（但し1986年にわずかな黒字が認められる）。
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して引締基調の金融政策が遂行されていて、 1983年から(86年を除き)93年まで短期実質
金利はユーロ域の平均を上回る状態が続いた（図表5)。折しも資本移動自由化が進展して
おり､EUコア諸国(独仏蘭など)は90年7月､スペインも92年2月に完全自由化に踏み切っ
た。資本自由化と高金利が併存するスペインへ、直接投資だけでなく浮利を追って証券投資
も大量に流れ込んだ。外来の「輸入バブル」に沸くスペインでは「物価上昇率も高く経常収
支赤字も増大しているのにそれを上回る資本流入によって外貨準備が増加し、ペセタは一時
EMSの最強通貨となった」（田中素香2006p.114)。
図表5スペインとユーロ域の実質短期利子率の推移
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ちなみにスペインは89年6月に欧州通貨制度EMSに参加し､1マルク65ペセタを中心レー
トと定めてその上下6％の変動幅をもつ為替相場メカニズムERMを採用した。このレー
トは、 92年9月ヨーロッパ通貨危機が発生するまで維持きれた7)。財サービスの競争力か
ら見て過大評価だったペセタに切り下げを回避させたのも、スペイン経済をフィーバーさせ
遂にバブルを惹起した大量の資本流入にほかならない。筆者も90年9月マドリードでバブ
ル的狂騒を実感した。ともあれ翌91年一イラクとクウェートの「地域紛争」に多国籍軍
(有り体に言えば米軍）が介入して、戦闘終結後に厳しい景気後退を非産油諸国に蔓延させ
た時－折悪しくスペインではバブルがはじけて「回復期」の上昇局面にいったん終止符が
7）ペセタの切り下げは、欧州通貨危機の92年9月の5%(1マルク65から68.42ペセタ）に続いて11月6%
翌93年5月8％そして95年3月の7％（1マルク79.11から85.07ペセタ）でピリオドが打たれた。イタリ
アや英国がERMを離脱するなかで、スペインはヨーロッパ統合の輪の中に踏み止まって「ヨーロッパ
回帰」の夢を実現するために、断続的な切り下げで通貨危機に対処した（競争力回復のための切り下
げ） 。
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打たれた。そしてバルセロナ°オリンピックとセビーリヤ万博が世界の注目を浴びた92年8)、
皮肉にもスペイン経済はリセッションに突入し低迷期は93年末まで続く。バブル経済が崩
壊したうえに92年9月ヨーロッパ通貨危機が発生したのであり、スペイン．イヤー（オリ
ンピックと万博の同時開催）の反動もあったに違いない。しかし地力をつけたスペイン経済
は、成長率マイナス1%を記録した93年に底を打って94年初には速やかに回復局面に復
帰した。これまで経済成長を牽引してきたFDIの流入は94年から低迷するが、それでも自
力で回復できたスペインOそれは「長い不況のトンネル」から抜け出せなかった頃とは対照
的である。
2節スペイン経済の「繁栄期」-1995～2007年
「繁栄期」の際立った指標について
まず、EU周縁国の弱い通貨ペセタの切り下げは-92年秋の欧州通貨危機の教訓を活か
して翌93年8月ERMの為替変動幅が±15%に拡大されたのも奏功して-95年3月5日
の7%(1マルク79．llから85.07ペセタ）をもって打ち止めとなった。この1マルク85.07
ペセタのレートを維持して98年末ユーロ導入のゴールに至る。別言すればスペインは、従
来の「競争力回復のための切り下げ」段階7)から「競争力（維持）のための物価抑制」段
階へ躍進9）したのである（田中素香2007p.235)。
さらに､スペインは長らく資本不足と労働力過剰に悩まされてきた。それゆえ1959年「安
定化」政策によって逸早く資本輸入を自由化しながら'0)、大量の移民をヨーロッパに送り
出してきた。しかし遂に96年から直接投資において差し引き純輸出国へ（図表3)、逆に労
働力の移動では同じ頃に、従前の送出し国から大量の移民受入れ国に変身したのである。こ
の点については3節で論じることにしよう。
こうした構造的変革を国外から推進した最も重要な要因として、89年以降に発揮される
｢経済通貨同盟」EMU参加効果に照準を合わせて検討しよう。当然スペイン国内の諸改革
も関わっているが、それらについては関連の深いEMU参加効果をあつかう際に言及する。
8）コロンブスの「新大陸発見」から500年目にあたり「スペイン・イヤー」と喧伝された。だが、南北ア
メリカで先住民に強いられてきた苦難の歴史を忘れてはならない。T､Rバージャー『コロンブスが来て
から』 （藤永茂訳朝日選書）は一読に値する。
9）この躍進を後押ししたのも、後述のEMU参加効果一具体的にはユーロ導入条件②物価と④為替相場
の安定－だと言えよう。
10)出資比率50%を超える直接投資は閣議で事前認可を必要としたが、50%以下の案件は若干の業種（国防
関連や鉱業・銀行・石炭など）を除いて自動承認された（楠貞義1994p.64)。
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＊スペインのEMU参加効果とそれを担保する収數計画
完成途上の市場統合に拍車をかけ、かつ単一市場とメダルの表裏をなす単一通貨の創出も
狙ったEMUに関するドロール委員会報告は89年6月に採択された。これと同じ時期に欧
州通貨制度のERMに参加したスペインは、86年のEC加盟に伴う関税同盟と共通農業政策
への適応に加えて、単一市場への参加と単一通貨の導入を自らに課した。具体的にはマース
トリヒト条約で設定されるユーロ導入の前提条件一一①健全財政､②物価安定､③低金利(政
府長期債の低利回り)、④為替相場の安定一を充たすために、政府は92年3月「収數計画
1992～96年」を策定した。しかしその半年後のヨーロッパ通貨危機や自国経済のリセッショ
ンを経て94年7月にこの計画は改訂された。スペイン経済が直面する課題一増税なき財
政再建・インフレ鎮静化・労働市場改革・雇用創出・住宅建設計画の推進など－とそれを
達成するための中長期目標も開示した「収數計画1994～97年」に沿って、上記の4収數条
件をクリアする政策が遂行され、各経済主体（労使双方） も適応した'1)。
さらに「94年収敏計画」の成果-(1)インフレの鎮静化、(2)金利の低下、その結果
生じた（3）経済見通しの改善一をより確かなものにするため、 I)マクロ経済安定化政
策を継続しながら、 98年末までに4収數条件をクリアする。Ⅱ）スペイン経済の弾力化な
いし自由化と構造改革に拍車をかける。こうした目標を掲げた｢収數計画1997～2000年｣が、
96年5月に誕生した国民党PPのJ.M.アスナル政権のもとで策定された(97.4.)｡82年以来
の長期政権ゆえに制度疲労（腐敗・汚職スキャンダル）を起こしていた社会労働党に代わっ
て登場したアスナル首相は、スペイン経済の収數プロセスを一気に仕上げたのである。
I
*収數条件①健全財政について
’
’
安定志向のマクロ経済政策とりわけ重要な財政基盤強化政策が支出削減を軸にして展開
された｡1995～2003年の期間に歳出は－教育・医療・年金・失業対策など社会保障に関
ll)労働総同盟UGTの伝説的闘士N.レドンドが引退した94年頃から、労使双方とりわけ労働組合は「政治
の季節」を卒業して「経済の季節」を迎えた。時の政権政党PSOEの支持基盤UGTと共産党系の労働者
委員会CCOOが共闘して－経済政策の社会的転回（企業や生産の重視を改め、社会的弱者への配慮）
を求めて－打ち抜いた88年12月のゼネスト。それ以降、拒否してきた交渉の場に2大労組UGTと
CCOOは戻ったのである。そして94年10月経団連CEOEとの間で、ブランコ時代の労働関係法規や慣行
（93年12月後述の「雇用促進緊急措置法」により廃止）に代えて、団体交渉による労働協約を充てるこ
とで合意した。経済社会協定AESの期限切れ(86年）以来途絶えていたネオ・コーポラティズムの復活
を必要とするほど、スペインにとってユーロ導入のハードルは高かった。
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わる必要経費を維持しながら、政府の経常支出削減12).赤字公企業の民営化・公共サービ
スの受益者負担強化などを通じて13)-GDP比で約5.4%ポイント削減された。歳入は
－95年以降ユーロ域に1ポイント以上差をつけて持続した経済成長と雇用の伸びによっ
て－l.6%ポイント増加した。その結果スペイン政府は96年に初めて、公債発行に伴う
収支を除いたプライマリー・バランスに黒字を計上した(GDP比0.4%)。財政累積赤字は
96年のGDP比68.1%で底を打ち、単年度で黒字＝増税なき財政再建＝が達成された2003
年には50.7％まで圧縮された14)｡
一般論として財政赤字の削減にともなって政府長期債に対する信認は高まり、 リスク・プ
レミアムを含む国債の利回りは低下傾向を示す。スペインでもその条件が整って③低金利の
お膳立てができたと判断できる。他方で低金利は公債費の削減に寄与した。歳出入の改善に
よる①財政の健全化と③金利の低下は、相乗効果を有する点だけ確認して、ここでは「増税
なき財政再建」に関わる税制改革に触れておこう。
*税制改革
スペインは1998年と2002年に、別表のように個人所得累進課税制度を変更した。すべて
の所得区分（ブラケット）で限界税率を引き下げ、かつ所得区分の数を大幅に減らした（図
表6)。98年のような相対的に高い所得区分における高率の減税と所得区分の削減は、累進
図表6スペインの個人所得税
1996 1998 2002??? ??
限界税率
限界税率
区分数
56
20
16
??? ???
出所)Ayuso-i-Casalse"J.2005p.32
12）例えば94年の「労働市場改革」以降、公務員のポストに欠員が生じて補充する場合でも非正規職員が多
用された。 1995年から2002年にかけて民間部門における臨時雇用のシェアは約40％から32％に低下した
が、公共部門のそれは逆に15%から約22%に肥大した(Ayuso-i-Casalse"/.2005p.57)。
13)戸門一衛1994pp.4～5
14)なお5.4ポイントの歳出削減の内訳は、1995～99年に4.8で2000～03年には約0.6だった。収數条件のクリア前
後で非対称的な「マーストリヒト疲労」はスペインでも生じた(Ayus叶Casals〃αl2005pp.23～5)。
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性の後退つまり所得再分配効果の低下を含意する。こうした「新自由主義」的措置'5)によ
る減税は、民間消費を刺激して「繁栄期」を支える重要な要因となり、結果的に租税の自然
増収を伴う財政健全化に結びついと思われる。
*収敏条件②物価安定について
マクロ経済安定の重要な指標であるインフレ鎮静化に取り組んだスペインは、97～8年に
｢史上最低のインフレ率」を記録するまでになった。その背景には、79年に労使間で交わさ
れた団体交渉に関する｢基本協定｣ABIをもって始まったネオ･コーポラテイズムが存在する。
ラテンの国らしくユニークな政労使の対話路線すなわちネオ・コーポラテイズムは、ブラン
コ没後のスペイン経済が陥ったインフレなどの諸困難を解決する切り札だった'6)。それは、
インフレ圧力抑制と失業削減に資する労働市場改革でも大きな役割を果たした。画期的な改
革に絞ってやや詳しく考察しておこう。
*労働市場改革
ブランコ時代、終身雇用契約などを慣行として容認した代わりに労働者の諸権利は、上
意下達の「垂直組合」を通じて召し上げられた。そこで1980年2月、労働者の基本的権利
や職場代表制および団体交渉について78年憲法の趣旨に沿う「労働者憲章」が制定された。
だが、ブランコ時代から労働者の既得権益である終身雇用契約や解雇．配置転換．転勤の制
限などは手付かずのまま温存された。というのも、民主化の金字塔たる憲法制定の頃に組
織率を約50％まで伸ばした労働組合が政治力を発揮して17)「好い処取り」したのであろう。
そんな硬直的な労働市場に、ブランコ没後あしかけ10年にして初めてメスが入れられた。
15)同じ趣旨の「民営化」はEC加盟の頃から本格的に着手され、ほぼ10年で完了した。というのも1941年
創設の「国家産業公社」 INI－遅れたスペインの工業化をアウタルキー政策によって促進した国の持
株会社つまり 「国営」企業の元締め－は、 68年に衣替えして産業省の傘下に入ったが、遂に95年に解
体された。繁栄期に先立つこの10年(1985～95)は、金融機関をはじめ民間大企業にとって「西欧生産
ネットワーク」のなかで生き抜き「競い合いレジーム」を構築する試練の時代だった。
16)ネオ・コーポラテイズムの要諦は節度・妥協・協定の三位一体である。「中間政府」が調停機能を発揮
して、利害が対立する労使双方に節度を求め妥協を成立させる。その成果が協定として確認され遵守さ
れる。上記の79年ABIから85～6年の経済社会協定AESまで、民主制への移行とEC加盟を求心力＝テコ
にした諸協定が矢継ぎ早に結ばれた（楠貞義1994pp.34～41を参照されたい）。スペインの場合、ブラ
ンコ時代の翼賛的な国家コーポラティズムと区別するため、ネオ・コーポラティズムと呼ばれている。
17）労働組合が立てた「職場代表」候補に対して、1カ月以上雇用関係にある非組合員も組合員と共に投票
権を有するスペインでは、労組は組織率以上の動員力をもっている（中島晶子2006p.173)。
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1984年「労働市場改革」
基本的な狙いは「長い不況のトンネル」のなかで増え続ける失業（図表7）を抑えて雇用
を創出し、企業の競争力改善を図ることにあった。84年8月に「労働者憲章」は修正され、
大学や高専を卒業して4年以内の若年労働者向けに「実習雇用」制度が導入された18)｡10
月には雇用期間限定（最短6ヵ月、最長3年）の「短期雇用」が閣議決定により認可された
(Tamamesl996pp.470～1)。従前は「因果律」原則により、企業側に臨時の人手不足がな
い場合、臨時雇用契約は結べなかったが、それが「雇用促進短期契約」として解禁きれたの
である。正規の長期継続的な企業活動分野に､非正規の｢短期雇用｣を充てることが認められ、
しかも6カ月毎の契約更新時に、12日分の退職手当で契約解消が可能になった。解雇者に
は3カ月分の失業給付が支払われた（中島晶子2006p.176)。なお、中途解雇なしに3年経
過した短期雇用者については、期間に定めのない終身雇用者として再雇用するか、 ざもなけ
れば空いたポストを別の短期雇用者で埋めることは許されなかった。少なくとも表向きは、
短期雇用者の使い回し＝ローテーションは認められなかったのである'9)。短期雇用制度は、
EC加盟の前後に誘致された外国企業にも「魅力的」だったに違いない。ともあれ短期雇用
が雇用全体に占めるウエートは、84年改革以前の10%弱から89年にほぼ30%へ、そして
92年には34％まで高まった(Ayuso-i-Casalsem/.2005p.56)。
図表7スペインとユーロ域の失業率の推移
????????????
一垂
19術棚73泌瀧I"'鰯鰯X鮒S繊繍""I,瓢膨鱒加002M3
一スペイン…淘瀧錨鋒ユーロ域
出所)Ayuso-i-Casalsem/.2005p.5
18)契約期間の3年が経過した後、当人を正社員として雇用する企業には助成金が支給された。
19)しかしその後「94年改革」などを経て2002年に結ばれた約1300万件にのぼる有期（短期や臨時）雇用契
約のうち、ほぼ30％は1カ月未満、約45％は3カ月未満の契約期間であった(Ayuso-i-Casalseraj.2005
p.57)。ひとりの労働者が1年間に何度も「使い回し」されている状況が目に浮かぶ。
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労働市場改革（規制緩和ないし撤廃）の対象は、当時の社会労働党政権の支持基盤である
労働総同盟UGTなどの抵抗もあって、もっぱら非正規労働者だった。かれらは労働市場で
失業と就労の狭間にあり、 「周縁における弾力化」と椰楡きれた所以である。
1994年「労働市場改革」
1992～3年のリセッションを経て94年に20%を超える史上最悪の失業率が記録された。
88年12月のゼネスト（注11)以来、労働組合とくにUGTと決裂状態にある政府は93年
12月、一方的に「雇用促進緊急措置に関する政令法」を発令した20)。そして短期雇用契約
の一般的ルールだった「因果律」原則を復活させ、他方でブランコ時代からの労働関係法規
や労働慣行を廃止した。 「雇用促進短期契約」は、就労のニーズが高い45歳以上の長期失業
者に限って認められ、それ以外の短期雇用契約は、企業側に短期や臨時の人手不足が生じた
(因果関係がある）場合のみ容認された。だが現実には、短期雇用のウエートはほとんど低
下せず30％前後で推移した。なお改革の目玉として、高卒以下の（中退者を含む）若年労
働者向けに最長3年の「見習雇用」制度21)が導入きれ、既存の実習雇用の年限は3年から
2年に短縮された。
短期雇用のケースを制限する代わりに別ルートによる労働市場の弾力化が「雇用促進緊急
措置法」に基づいて図られ、民間非営利団体や一定の要件を充たす人材派遣会社による就職
斡旋業務は認可された。求人求職の仲介業務を雇用庁INEM(ハローワーク）が独占する時
代ではなくなり、スペインでも労働力のアウトソーシングつまり不安定な派遣労働が出現し
た。こうして短期や臨時の被雇用者が雇用創出(新規の被雇用者)全体に占めるウエートは、
87年の59％から91年に84%へ、97年には88%に激増した(Martinez2006p.516)。雇用
期間に定めのない「正規雇用」に就くチャンスはほとんど閉ざされてしまった。
解雇手続きについて「集団解雇」の場合、解雇通告から当局による労働者側の事情聴取
を経て認可に至るまでの期間は、従業員50名未満の中小企業では15日間に短縮された（50
名を超える大企業では従来通りの30日）22)。 「個別解雇」の場合は当局の認可が不要になっ
20）政府主導で発令された「政令法」は同月末に議会で野党PPの賛同を得て「法律」となった。労働市場
「改悪」を阻止しようと翌94年l月末に招集されていたゼネストは出端を折られた。
21)給与は当該企業の労働協約に従うが、協約のない場合は最低賃金の70%(1年目)80%(2年目)90%(3
年目） と規定された。
22)F.ValdesDal-Re(Direcci6n)L"R蜘γ〃αα2/MとγctzdoLα肋m/(LexN val994)pp.419～20
2008年現在、従業員50名未満の中小企業は比較的大規模な株式会社の場合で全体の88％を超えており、
すべての会社を対象にすれば（従業員ゼロ＝個人経営のケースを母集団から除いても） 98％に達する
(INEhttp://www.ine.es/jaxiBD/tabla.doより試算）。
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た。解雇事由として経済環境の悪化が認められた。規制緩和の時流のなかで勤務時間も「1
日 （上限） 9時間・週40時間」を杓子定規に守らないフレックスタイムの導入が可能になっ
た。職務間の配置転換や転勤も自由化された23)。要するに、ブランコ時代の労働関係法規
や慣行が破棄され、 95年以降の「競争力（維持）のための物価抑制」段階へスムースに移
行する下地となったのである。
1997年「労働市場改革」
労働市場の弾力化によって急増した短期雇用や臨時雇用は、労働力の臨機応変な活用を可
能にして労働コストの短期的な削減に役立った。その反面、過度な不安定雇用に起因する労
働生産性の長期的な低下を危倶する声が高まった。そこで、 96年に成立した国民党アスナ
ル政府は労使を交えて協議した結果、こうした行き過ぎ－契約期間が3カ月未満の臨時雇
用のウエートは95年に約37％に達し、従業員の職場訓練OJTすらままならない状況一
を是正するため「雇用促進短期契約」は全廃された。それに代えて「期間に定めがなく解雇
コストの低い」雇用（企業にとって安上がりの「正規雇用｣）が､雇用安定協定AIEE(97.4.)
によって導入された。但しその対象は、 18～29歳の若年労働者・45歳以上の労働者･1年
以上の長期失業者・障害をもつ労働者に限定された。解雇事由として経済的要因のほかに組
織上や生産面の技術的要因が追加きれた。問題の解雇コストは、正規雇用でしかも企業の都
合による場合でも、勤続1年に付き （従来の45日から）33日分の賃金で積算され、上限は
(42カ月から)24カ月分の賃金相当額の補償で済むようになった。当然ながら上記の減額は、
本改革以前に雇用されている者には適用されない(Ayuso-i-Casals〃α/.2005p.49)。
ヨーロッパ統合の仲間から落伍しない（スペインのヨーロッパ回帰） という挙国一致の目
標を達成するためとはいえ、労働者は厳しい条件を呑まされたのである。公務員も96～7
年連続の賃金凍結を甘受した。労働集約的な建設業と観光関連サービス業が中心とはいえ雇
用の伸びを実感し、かつ民主制への移行も遂げて成熟した労働組合は、従前の戦略を転換し
て「節度」ある賃上げ要求を行なうようになった。そこで90年代半ばから実質単位労働コ
ストの伸びは、わずかな労働生産性の伸びにも及ばない範囲内におさまった。かくして雇用
は、米国発のICTバブル崩壊の余波でユーロ域が陥った景気後退期(2001～3)にも伸び続
け型)、成長率も平均2％台を維持し、インフレもなんとか終息した（図表8)。
23）転勤の場合、30日前の通告義務だけが残った（戸門一衛1999pp.317～9)。
24）その結果、1995～03年にユーロ域で創出された雇用の25%以上はスペインで記録されたという。
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図表8スペインとユーロ域の消費者物価の推移（年率％）
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要するに、スペインの「経済通貨同盟」EMU参加は、克服すべき問題点の所在を各経済
主体（政労使）に明示することによって、バラバラだった問題意識を収數きせ錯綜した利害
関係を収束させた。その結果、困難な労働市場改革が断行できただけでなく、安定志向のマ
クロ経済政策をつうじて財政基盤を強化させた。従前の赤字圧力から解放された政府は、財
政政策を発動して景気変動の振幅を小きぐした（図表2)。ユーロ導入を前にして安定度を
増したビジネス環境は、ユーロ導入後の効果一とりわけ十数カ国ものユーロ域から国内と
同じように資金調達が可能になった結果、国内貯蓄不足と経常収支赤字という成長制約要因
は大幅に緩和された点一ほど目立たないが、企業の先行き見通しの改善を通じて投資意欲
と労働需要を高め、繁栄期の到来と持続に大きく寄与したものと考えられる。
*収數条件③低金利について
EMUに参加してユーロを導入するには、90年代になってもユーロ域の平均を上回ってい
た高金利から脱却しなければならない。そうしたEMU参加に伴う外圧のほかに、国内イン
フレも90年頃から鎮静化し金融引締め政策の必要度は下がった。ざらに財政赤字も既述の
ようにコントロールされ､低金利へのお膳立てができた。その結果､97年頃に実質金利はユー
ロ域の平均を下回るようになり、98年6月創設の欧州中央銀行ECB傘下の「ユーロ中央銀
行制度」への移行も容易になった。物価安定を旨とするECBのもとでもなおインフレ格差
を残存させたスペインに、 2002～5年マイナスの短期実質金利が出現する（図表5)。
ここで、ECBのもとで安定した低い利子率の好影響について整理しておこう。
l)一般に金利の低下は証券価格の上昇をもたらす。この金融資産評価益の向上は－繁栄
期における所得水準の持続的な上昇と相まって－家計支出を増加させただけでなく、楽
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観ないし強気の予測を流布させたであろう。それにつれて予備的動機に基づく貯蓄が減少
し25)、支出をさらに押し上げたことは想像に難くない。
2）金利負担の減少は借入の増加を誘発する。ユーロ域に1%ポイント以上も差をつけた
経済成長が持続するなかでの低金利。それは、家計支出における消費のみならず住宅投資
を盛り上げた。欧州中央銀行傘下の安定した金融政策は、スペイン銀行時代（とりわけ政
府からの独立ないし中立性を確保していなかった94年以前）よりも堅実で信頼できるマ
クロ経済システムを出現きせた。安心して消費26)や住宅投資ができる、従って経済成長
を一層促進する「好循環」の経済環境。これはスペイン国民にとって多大の努力を要した
EMU参加の何よりのプレゼントだと言えよう。その一具体例であり「繁栄期」の象徴で
もある住宅建設ブームについて見ておこう。
*住宅建設ブーム
1998～9年以降スペインで根強い需要に支えられた住宅市場にブームが生じた。住宅実質
価格（平米当たり単価）は急上昇して、米国発のICTバブル崩壊による影響も2002年に価
格上昇率をわずかに低下させるに止まった（図表9)。住宅建設は、雇用や消費とともに着
実に伸びた結果、 2000～03年にEUで着工きれた新築住宅の40%はスペインで登記された
という。ここで住宅ブームを惹起した諸要因を整理しよう。
l)EMU参加の成果である低金利を何よりもまず挙げねばならない。1999～05年まで均す
と短期実質金利はほぼゼロになった（図表5)。年収の数倍もするので普通はローンでし
か買えない住宅を手に入れる絶好のチャンスが巡ってきたのである。
2）数次におよぶ労働市場改革などを経て｢繁栄期」を迎えたスペインで､失業率は22.7％(95
年）から8.3％(07年）まで低下し､一人当たり所得は図表lのように向上した。その結果、
念願の住宅をローンで購入可能となる条件（ある閾値以上の年収）を満たす人々が増えた。
3）男性優位（マチスモ）の国スペインの女性も社会進出を果たし27)、それを反映する労
働力率は1992年以降ほぼ15ポイント上昇して03年に55%に達した。そのうち実際に就
業している女性の比率も95年以降ほぼ15ポイント向上して同年46%になった(Ayuso-i-
25）スペインの家計貯蓄率は、95年から約5ポイントも下がって2002年に史上最低の11%弱（総可処分所得
比）を記録した(Ayuso-i-Casals〃α/.2005p.13)｡
26）消費は1998～2000年の期間を均すと実質で毎年4％余りも伸び、ユーロ域の景気後退期(2001～3)
にも1ポイントほど落ち込んだとはいえ伸び続けた(Ayuso-i-Casalset"/.2005p.13)。
27）ちなみに08年3月に再選されたサパテロ首相を支える閣僚17名中9名は女性である。
55
』
関西大学『経済論集」第59巻第1号（2009年6月）
図表9スペインの住宅価格の実質変動率（％）
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Casals""/.2005p.49,p.51)。配偶者の収入と合算すれば、集合住宅も高嶺の花ではなく
なった。
4）大量の移民のなかには成功して住宅を購入できる者も出てくる。同胞を主な顧客とする
ニツチ市場では、従前の各国「食品店」などのほかに最近では「ネット ・カフェ」LocutDrio
Intemetや安い雑貨を集めた「lユーロ・ショップ」なども見受けられる。ニッチ市場とは
いえヒットすれば集合住宅も夢ではない。住宅需要の潜在的拡大要因としては、移民の流
入とならんで、高度成長期に生まれたベビーブーム世代(1965～76年生まれ）も挙げね
ばならない。彼ら彼女らも親元を離れて独立したり、持ち家が欲しくなる年頃になった。
5）こうした庶民の「持ち家志向」を助成する住宅ローン控除や売却益特別控除といった減
税措置も採られた28)。
6）株式市場が相対的に未発達なスペインで、住宅は投資対象としての魅力を2000年頃か
ら発揮することになる29)。折しもユーロが導入されて為替リスクは消えたため、主とし
28）その反面、賃貸住宅市場では内戦後の深刻な住宅不足を反映して1964年まで家賃は凍結されていた。同
様に借家人を保護する契約更新の強制（規制）は、ボジェール蔵相によって原則として解除される85年
まで残存した（市川秋子2008p.181)。そして94年に賃貸市場が完全に自由化されるまで、供給のイン
センテイブが希薄だった賃貸住宅はいまも不足している。手軽な住居をとりわけ若年労働者に提供でき
ないため、地域間労働力移動の一つの阻害要因になっている。
29）2003年に流入したFDIは32%も不動産に投下された(Ayuso-i-Casalseｵαﾉ.2005p.21)。
56
湾
5 U p 5 g ▼ ▼ ■ q F J ■ U q p F T v F
LL●｡■■●●●●●■●●必●■●■■●●■■●●●●－ー■■■~■｡●■●p●■ー｡●｡▽●｡■●●■巳一
D－－－p－P－争い句■守P■■P？■■写■■■●｡一一一一一守争
弓 ■ タ グ U U 可 時 弓 P ■ 甲 5 F ＆ 『 ▼ 砂 5 F ● ■ ■ ﾛ 争 ■ ▼ ■
－－－■…
■一寺
零
■ 3 9
蝋
－●－●●①け●■●｡■●｡■一■一一一●｡■●●●｡●■サ●P年①守●●●寺●一
◆◆一一＝｡‐一一今口一一｡■守一◆申一一■■■ー一＝■凸｡‐｡△全凸ロム－一色一△｡▲＝－つ一一一●凸一一
スペインと移民問題（楠） 57
てEUメンバー国からの住宅需要も増大した。しかしそれも、専ら居住用ではなくむしろ
投資ないし投機の対象だとすれば早晩､住宅ブームをバブルに転化きせる引き金となろう。
ともあれ以上のような諸要因が相乗効果を発揮して、 1999年から住宅着工数は従前のほ
ぼ2倍にあたる年間50万戸にのぼり、住宅価格も90年代末から2003年頃までほぼ一貫し
て加速的に高騰した（図表9)。家計部門の住宅ローン総額も90年代半ばに比べて倍増し、
03年には国民所得総額に相当する規模に達した(Ayuso-i-CasalsgM/.2005p.16)｡実需であっ
ても住宅投資は－公共インフラ投資のように外部経済（スピル・オーバー）効果もなく、
設備投資のように「投資が投資を呼ぶ」こともなく30)－飽和状態に近づいていた。それ
ゆえ長期で低金利という有利な融資条件がわずかに変化しただけで、限界的な債務者による
返済不能の事態が発生する危うい状況にあった。おまけに投機的な需要も重なった住宅ブー
ムは肥大して「バブル」化し、自壊寸前にあったと言えよう。そこを07年春に露見した米
国発のサブ・プライム・ローン問題が直撃して、遂に住宅バブルは破裂した（図表10)。こ
のグラフで新築住宅よりも大幅に中古住宅が値下がりしているが、これは当該物件が投機対
象として人手を渡り歩いた来歴を示唆していると理解できよう。
＊収數条件④為替相場の安定について
90年代後半から21世紀初頭にかけて①増税なき財政再建を達成し、おもに労働市場改革
を通じて②物価安定にほぼ成功したスペインで、その成果としての③低金利とならんでペセ
タの対外価値＝為替レートも安定した。ペセタの切り下げは、既述のように95年3月5日
の7%(1マルク79.llから85.07ペセタ）をもって打ち止めとなり、このレートを維持し
て98年末に晴れてユーロ導入の秋を迎える。但し、その道のりは平坦ではなかった。その
事例をひとつ紹介しておこう。
95年3月5日から2週間も経たない同月17日、ほぼlか月後に史上最安値をつける米ド
ルがスペインにまで累を及ぼした。スペインがERMから離脱するという風評が立って、ペ
セタが売り浴びせられ1マルク9260ペセタ（同日終値）まで値を下げた(E/P"js国際版)。
スペイン銀行は事前(14日）に公定歩合を0.5ポイント引き上げて8.5%としており、なん
とか事なきを得たとはいえ減価率は885％に達した。93年8月以前の為替変動幅（±6％）
なら、まさに投機筋の思う壺だった。
要するにスペインの長期安定成長（1995～2007）は「スペイン経済が国民経済economia
30）従って「生産性」の向上をもたらすこともないため、スペイン経済のアキレス腱である経常収支赤字が
07年ついにGDPの10%を超える遠因となった。
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図表10住宅価格（総合・新築・中古）指数の推移（基準年；2007）
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nacionalであることをやめて、ヨーロッパ経済economiaeuropeaへ大転換する」31)ことに
よってもたらされた。その際に享受した広義の外部経済効果として、EUからの資金援助も
看過できない。共通農業政策に伴う農業指導保証基金（86年加盟後受領）を手始めに、80
年代の南欧への拡大を承けて87年に整備された構造基金、そして欧州連合条約のひとつの
理念に沿って94年5月に創設きれた結束基金。これらの基金のスペインの純受取額は1996
～2003年の平均でGDPのl.1%に達している(Ayuso-i-Casalsg”ﾉ.2005p.29)｡EU加盟国
で随一の資金提供を受けたスペイン政府は「国内資金とEUからの資金を合わせて、積極的
な地域開発、公共事業を進めた結果、スペインの交通・物流インフラ、産業と研究施設が融
合したテクノロジーパークなどが格段に改善された」 （戸門一衛2008p.181)のである。
ここで1995～2007年「繁栄期」の特徴を要約しておこう。1）その期間にスペインの一
人当たり実質所得は2倍になり、東欧を含むEU27を比較対象にとれば遂に07年その平均
レベルを超えた（購買力平価表示。EU15やユーロ域とはまだ10ポイントほど差がある)。
2）こうした高成長は、生産要素とくに労働力の大量投入によってもたらされた。この期間
に創出された約800万の働き口に見合って、失業率は22.7％（95年）から8.3％（07年）に下
がっただけでなく、大量の移民流入と女性の労働参加も促された。その結果、就業者数は1200
31)EditorialBibliotecaNuevaから出版されつつある5巻シリーズ「21世紀のスペインjの第3巻『経済」
編者の巻頭言。
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万（95年）から2000万を超えた（07年)。3）労働力と並んで資本も大量に投下された。ユー
ロ導入後の効果（54頁）やEUの資金援助にも助けられて、家計･企業･政府はそれぞれ住宅・
プラントや生産設備･インフラ整備に向けて活発に投資した。スペインの投資率(GDP比）は、
17％（85年）22％（95年）そして31.1%(07年）へと高まったのである錫)。
3節移民問題
長期安定成長（繁栄期）をもたらした要因として、EMU参加による効果のほかに、少子
高齢化社会に成熟したスペインに活力を与える「移民」を忘れる訳にはいかない。
＊二分きれる外国人居住者一移住者と移民
図表11に明示されているように「外国生まれのスペイン居住者」の出自は、先進国と途
上国に分かれる｡前者からの移住者は豊かなドイツ･イギリス･フランスなどの年金生活者と、
同胞が集住するコロニーの「ニッチ市場」で生活必需の財サービスを提供しようとする同国
人からなる。自国に比べても殆ど遜色のない高いクオリテイの年金生活を安い物価の国で過
図表11 スペインにおける外国人居住者の推移
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ごそうと、 1959年の経済社会の「対外開放」と観光ブーム（スペインは一味違う! )の上
げ潮に乗って移住してきた人達。ブランコが没する75年時点で、気候温暖で風光明媚な地
中海沿岸地方やカナリア諸島などに約10万人(ニッチ市場の従事者を含む)が居住していた。
独裁者没後の民主化と86年のEC加盟は、ざらに移住者を惹きつける契機になったことを
図表11は示唆している。
後者の途上国出身者は、EC加盟が実現する86年ころまでは、モロッコなどアフリカ出
身の「経済移民」と政情不安な中南米からの難民や亡命者から構成されていた(Arango
2003p.5)｡75年当時のわずか5万人程度から、85年頃に上向きに転じ97年には遂に先進
国からの移住者を凌駕して「移民ブーム」が始まった。なお、 1999年当時の在外スペイン
人移民は150万人を優に超えているのに対して、スペインに居住している外国人は、先進国
と途上国の出身者を併せてもやっと80万人を超える程度だった。当局が把握しているこれ
らの外国人のほかに、 「不法滞在」者一住民登録もできない「不法入国」者および各種の
ビザ切れ33)と有効期限の5年後に居住許可証の更新をしない「不法残留」者一が潜在し
ているが、その数は推測の域を出るものではない。これら非正規就労移民については後ほど
整理しよう。
*移民ブームの背景
近年の移民ブームは、スペインがこの20年間に経験した最も重要な社会経済的影響や文化
的政治的な反響をともなう出来事と見なされている。移民ブームの根底には、 ICT革命に依
拠した交通･通信面の技術革新によって､地球が空間的に｢小さく」時間的に｢近い」ものになっ
た点が指摘できる。ここではブームに関連するスペイン側と外国側の事情を見ておこう。
まず、86年のEC加盟によって「西欧生産ネットワーク」に組み込まれたスペイン経済
に将来の明るい展望が約束され、実際95年から息の長い「繁栄期」を認歌している。他方、
社会労働党政権下（1982～96）で遂行された社会福祉政策のもとで、ヨーロッパ並みの「少
子化」 34)と「高齢化」社会になったスペインで、労働力不足とりわけ3K(きつい．汚い．
危険）関連で不足が生じた。
33)1999年IMF年次総会に大統領のメネムが招待され「良き指導者」（忠実なる新自由主義の実践者） とし
て顕彰されたアルゼンチンは、皮肉にもその直後の2001年に経済危機に陥った。その国から逃れるよう
にして翌02年128,312人が観光ビザでスペインにやって来た。3カ月の「滞在」後に帰国したのは18,742
人で、 109,570人は不法残留者となった(Cruz2006p.497)。
34)1995年からスペイン国籍の人口は「ゼロ成長」段階に入った。繁栄期を躯歌するスペインは人口停滞に
対処すべ<、EUに流入した全移民の約30%を引き受けてきたのである(Cruz2006p.496)。
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この労働力需要に応えるかたちで、豊かになったスペインに「近い」国々から移民が殺到
した。近いというのは地理的のみならず文化的歴史的な繋がりも意味する。言葉（スペイン
語）や宗教（カトリック）などのほかにスペインにおける縁故＝コネの有無、 とりわけ到
着当初の頼りになる「受入れネットワーク」も重要であろう。地理的に近いのはマグリブ諸
国とりわけモロッコであり、文化的歴史的に近いのは中南米諸国35)である。EUの第5次
拡大によって東欧諸国もスペインに近くなった。
もちろん単に近いだけで、生れ故郷や留守家族を後にして移民に出かけるはずがない。自
国では貧困の悪循環から逃れられない「経済移民」の場合、生活面のみならず保健衛生面や
将来の子供の教育など、自分を取り巻く環境の改善をめざして祖国を後にするのである。
その際､合法的に入国する人たちの傍らに不法入国をたくらむ者もいる。彼らには「近い」
要因よりもむしろ国境のガードが「甘い」か否かが重要な判断材料になろう。スペインの場
合、幅10キロ余りのジブラルタル海峡36)でアフリカに隣接している。近いうえにモロッコ
には植民地時代の残津（飛地）がセウタとその東方のメリーリャにあり、西サハラの沖には
スペイン領カナリア諸島まである。しかもスペイン領に命がけで潜り込めば、あとはシェン
ゲン協定の実施諸国（現在25カ国）を自由に移動できる。この数年来スペインを単なる通
過地点としてピレネーの向こう目ざす､フランス語圏（セネガル）や英語圏（ガンビアなど）
の出身者も目立つようになった（渡部和男2007p.89)。スペイン当局が抱えている頭の痛い
社会問題であり人権問題になっている。
＊スペインの非正規就労移民
非正規就労移民について論じる前に「難民」の扱いに触れておこう。スペインはヨーロッ
パのなかではイタリアと並んで難民申請が少ないという。その原因は、他のヨーロッパ諸国
35）移民受入の際の「民族フイルター」を通じて中南米諸国は優遇されてきた（逆に旧保護領のモロッコや
西サハラなどは差別された） 。2000～04年に大量の移民がとりわけエクアドルやコロンビアから流れ込
んだ一因となっている。その4年間に35万もの移民を送り込んだエクアドルなどは、03年8月までビザ
なしでスペイン入国が可能だった(IzquierdoyFernandezp.445)。
36）シェンケン協定を承けてEUレベルでビザ発給や移民政策をすり合わそうとした「域外国境管理協定」
EFCが乗りあげた暗礁のひとつは、ほかならぬ「ジブラルタル問題」だった。スペイン・ハプスブルク
家が断絶して、その後釜を狙うヨーロッパ列強間の戦争（スペイン継承戦争） さなかの1704年に大英帝
国は、海峡を一望できるジブラルタルの岩山を占拠したまま今日に至っている。その対岸にはスペイン
領セウタがあって厄介な移民地域(sensitiveimmigrationarea)であり、スペインは91年5月にマグリ
ブ諸国からの移民にビザを義務づけた。だが、敷居が高くなった同国へ裏口から入国しようと、小舟や
カヌーでアンダルシアの海岸やカナリア諸島を目がけたり、スペイン領セウタやメリーリャの高い鉄条
網の柵を越えようとする、命がけの密入国者が増えはじめた。
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と比較して、難民受入のハードルが高いというよりも不法入国や不法残留の形でインフォー
マルに働く 「非正規就労」が容易である事実に求められるだろう。EUレベルで難民の庇護
申請を1国のみに限定するダブリン協定(1990年調印97年発効）を考慮に入れれば、イン
フォーマル（地下）経済の存在が比較的濃厚なイタリア(mafiaはシチリア方言）やスペイ
ンでは、難民申請よりもイレギュラーな就労が安易に選好きれるものと理解できる。ともあ
れスペインでは移民のなかに、当初から非正規就労者が慢性的かつ構造的に存在していたと
指摘きれている(Arango2003p.10)。ここで、闇の中（水面下）に存在する外国人労働者
について整理しておこう。
深い闇の底に潜んでいる、いわゆる住所不定の外国人労働者は数えきれない、つまり無数
に存在して南欧に特徴的な「地下経済」の一角を支えている。
そのひとつ上層に住民登録だけして居住許可証も労働許可証も持たない「無資格」sin
papelの労働者がおり、「居住許可なしの住民登録者」ESR37)と呼ばれている。経済と政治
に続いて社会も「ヨーロッパ化」したスペインでは、住民登録を済ませるだけで子供の就学
手続きや医療扶助の申請が可能になった(Cruz2006p.506)。
16歳以上の外国人がスペインで仕事をして報酬を得るには、住民登録はもちろん居住許
可と労働許可をとる必要がある。但しEU加盟国の市民は、この要件の対象外とされる38)。
ともあれ問題は、居住許可証と労働許可証を持っているにもかかわらず「地下（水面下）経
済」ではたらく労働者が（外国人だけでなくスペイン人にも）存在する点にある。租税や社
会保障負担を回避するために、労使双方が阿畔の呼吸でインフォーマルな雇用形態を採用す
るケースが横行している39)。「水面」に最も近いとはいえ違法ないし脱法行為であり、非正
規就労に分類される。
要するに非正規就労は、 《レベルl》「住所不定」の外国人労働者；《レベル2》住民登録し
かない労働者ESR;《レベル3》居住許可証と労働許可証を保有しながら－「内国民待遇」
を受けながら、租税や社会保障負担を回避する者に分けられる。2005年初のデータでは、
住民登録済みのESRは約370万人（全人口の8.4%)、そのうち有効な居住・労働許可証を
有する者は200万人、さらに租税や社会保障費も負担している「正規」就労の外国人は110
万人だった(IzquierdoyFernandez2006p.444)。スペイン政府は1985年に外国人法を制
定して以来、この非正規就労の状況下にある移民の洗い出しに取り組んできた。
｜
’
I
37)sinpapelは「書類のない」を、ESRは"empadronadossinresidencia''を意味する。
38)｢EU市民」並みの措置（内国民待遇）は、フランスとの国境地帯にあるアンドラ公国や問題のジブラ
ルタルの市民にも適用されている (L6pez2006p.486)。
39）スペインの「水面下（地下）経済」について、ややデータは古いが拙著『スペインの現代経済』の補論
を参照されたい。
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＊スペインの「外国人法」
スペインは長らく移民の送出し国であって、国内の移民はほとんど問題にならなかった。
やっと途上国からの移民が目立ちだし、EC加盟も確実になった1985年になって最初の「外
国人法」が制定きれた。重要なものについて制定順に見ておこう40)。
①1985年7月「外国人の権利と自由に関する組織法」
この法律は権利と自由を標題の通り保障するというよりもコントロールするのに威力を発
揮した。というのも、 97年頃から流布する「民族フィルター」（注35）という言葉に先駆け
て、民族差別の実態は85年「外国人法」に見いだされる。居住許可や労働許可あるいは帰
化申請の際に、 ヨーロッパ回帰を果たしたスペイン（旧宗主国）へ流入する中南米・フィリ
ピン・赤道ギニアのほかにアンドラ・ジブラルタル・セファルデイ （スペイン系ユダヤ人）
は優遇きれ､逆にモロッコ･西サハラ･イフニ（いずれも旧スペイン領）は差別された(L6pez
2006p.486)。そのため提訴きれ､いくつかの条文は憲法とりわけ｢基本的人権の尊重」を認っ
た第10条違反として無効になった。しかし15年の有効期間をまっとうした。
②2000年1月「外国人の権利と自由および社会的統合に関する組織法」
1985年からの15年間に「シェンゲン協定」調印(91.6.)4 )や「移民ブーム」が起こった。
ここで注目すべきは、移民の統合integraci6nが付帯され、門戸開放の精神が盛り込まれた点で
あろう。しかしコンセンサス不足と、折からの移民の奔流を前にして－過度に移民を誘発す
るとして－議会で激論の末､同年12月抜本的に手直しされ､第3の「外国人法」が生まれた。
③2000年12月「外国人の権利と自由および社会的統合に関する改正組織法」
当時は右派の国民党アスナル政権で、野党（社会労働党）側から改悪との批判を受けたが
翌01年7月から施行きれる。批判の中心は、外国人移民を合法と不法に区別したうえで後
者の権利と流入を制限しようとした点にあった。実際、移民に課せられた営業停止などの厳
しすぎる「行政上の措置」の一部は最高裁判所によって解除された。他方、合法的移民につ
いては家族の呼寄せ・永住権の獲得・反差別措置の側面で改善が見られた。だが、史上最悪
の失業率を記録した94年にスタートした外国人労働者の年間受入れ枠一国内の合法的滞
在者と国外の該当する志望者に、スペインにおける国別・性別等の就労機会と員数を知らし
める「クォータ制」－は堅持された。
④2003年ll月の現行「外国人法」
あらためて②「外国人法」の開放的精神に則って、移民をスペイン社会に法律・司法面だ
40)Vilar2006pp.478～9を参照。
41)「協定」調印に先駆けてEU市民に対するパスポート・コントロールは88年6月に廃止された。
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けでなく社会．経済面や文化面でも統合するという理念が掲げられた。さらに市民の安全や
EU法との整合性にも配慮きれている。こうした点を主張して法制化を推進したのは当時在
野の社会労働党だった。同党が政権に返り咲いた42)04年の12月、この法律を施行するた
めの「外国人規則」が公布され現在にいたっている。
’
*外国人労働者の正規化ないし正常化
「外国人法」に基づいて実施された「非正規状況（水面下）にある労働者の正規化」は、
1986年･91年･97年･2000年(2度)･05年の合計6回も実施されてきた43)。ここでは直
近の正規化に絞って考察するが、その前に正規化regularizaci6nと正常化normalizaci6nの
差について触れておこう。
差異の要点は2000年1月の「外国人法」で付帯されようとした移民の社会的統合と門戸
開放の精神にあると考えられる。後者の説明は不要だが、前者つまり法律・司法や社会・経
済そして文化面での統合は、吸収・同化asimilaci6nとは似て非なるものである。スペイン
人の側からすれば統合は、 まず軽蔑（対個人）ないし恐怖（対集団）の念を昇華させて、多
様な外国人移民と対等平等の立場で相互の違いを理解し合うところから始まるだろう。そし
て、協働しながら多重・多層で帰属意識を共有する新たな社会が構築できれば、それが統合
の到達点であろう。
ちなみに歴史をひも解けば､スペインには社会的統合の原体験が見いだされる。イスラム・
スペイン時代(711～1492)のイベリア半島で､イスラム教徒･キリスト教徒･ユダヤ教徒は｢啓
典の民」として日常的には共存共栄していたのである。ムスリム支配下ではジズヤという人
頭税を、キリスト教徒が巻き返したレコンキスタ時代はパーリアという租税さえ支払えば、
生命・財産・信仰を奪われることはなかった。 「左手にコーラン、右手に剣」という非寛容で
非生産的なイメージは、十字軍を送り込んだキリスト教徒側の「刷り込み」にすぎない44)。
古いとはいえこの歴史的経験はスペインの宝であり、新しいところでは移民送出し国として
！
42）04年3月11日、イラク先制攻撃を支持したアスナル政権に抗議する国際組織は3日後の総選挙に狙いを
定めて、アトーチヤ駅に向かう通勤列車を同時爆破した。死者192名と負傷者1400名の犠牲を、国内の
テロ集団ETAの仕業だと強弁したアスナルは失脚して、サパテロ政権が誕生した(08年3月再選）。
43）何度もスペインで正規化措置が採られた背景として、不法入国のコントロールが「厄介な移民地域」を
抱えている点と、不法残留や不法就労あるいは地下経済を黙認する文化的ないし伝統的な「ラテン気
質」が挙げられるだろう。
44）三つの宗教と文明が切碓琢磨して生産力豊かな後ウマイヤ朝の都コルドバは、西暦1,000年ころ世界一
人口が多く栄華を極めていたという。マリア・ロサ・メノカル『寛容の文化一ムスリム・ユダヤ人・
キリスト教徒の中世スペイン』 （足立孝訳名大出版）の一読を勧めたい。
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の辛い体験やその記憶を社会的統合の実現にむけて活かすべきだろう。ともあれ現行の外国
人法を承けて05年に実施された「移民の洗い出し」は、単なる正規化ではなく正常化とし
ばしば表記される理由は、このような「統合」を念頭に置いているからだと考えたい。
*外国人労働者の「正常化」措置（2005年）とその成果45）
政府は3つの目標を掲げて正常化に取り組んだ。 1）非正規就労の澱みを一掃する、 2）
国内労働市場では供給されず、合法的な移民の流入によっても充たされない人手不足に応え
る、 3）非正規な状況で働いている外国人を労働市場ならびに権利義務を伴う社会に統合す
ることによって、国の諸政策を財政面で支える納税義務や社会保障負担を履行せしめる。
これらの目標を達成するに当たって雇用主の側で、従業員の居住と労働の許可申請を行な
うだけでなく、雇用契約締結（最低6カ月）46)と社会保障制度加入を（もちろん分担金支
払いも）実行しなければならない。従業員側の要件は、 1）申請期間（05年2月7日～5
月7日）開始6カ月前つまり04年8月8日以前にスペインで住民登録を済ませ、かつ継続
して居住している、 2）学歴あるいは職務遂行上の技能を有すると認められる、 3）スペイ
ンはもちろん国外でも過去5年間に犯罪歴がなく、入国拒否（不法滞在や非正規就労による
国外追放を除く）の前歴もないこと。所定の期間内に雇用主が申請して47)、認定されれば
1年間有効で更新可能な「新規居住及び労働許可証」が発行される。但し許可証は、申請認
定後1カ月以内に雇用主が当該従業員を社会保障制度に加入させなければ失効する。
非正規就労の澱みを、当局も捕捉できない「住所不定」の外国人労働者《レベルl》まで一
掃するという至難の目標はともあれ、実際には2つの具体的な狙いがあった。①従業員側の
上記3要件は充たすけれども、住民登録しかない外国人労働者《レベル2》を《レベル3》ま
で引き上げて、居住許可と労働許可を与える。②そのうえで、政府の当面の目標である「国
の諸政策を財政面で支える納税義務や社会保障負担を履行せしめる｣。つぎにその成果につい
ても見ておこう。
45)IzquierdoyFernandez2006pp.456～60およびProcesodeNormalizaci6nDocumentaldeTrabajadores
Extranjeros.(http://extranjeros.mtas.es)を参照。
46）農業部門では最低3カ月でも可。スペインの農業は今や移民の労働力なしには成り立たない。人手を要
する植付けや収穫の時期は作物ごとに異なるため、多様な作物に恵まれたスペインのどこかで年間を通
じて農繁期がある。こうした季節性や移動性の条件を最も適えられるのは移民であり、彼らの実態把握
を困難にしている一因でもある。到着したばかりの若い移民が情報や技能を手にするに従って、条件の
マシな職場一主に建設業などへ移ってゆくのも自然の成り行きであろう。
47）パートの家事サービス業（メード）の場合は、自分で申請手続きを行なう。
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’
3カ月の受付期間中に69万を超える申請があった（男女比は59：41)。そのうち561,241
名に居住許可と労働許可が与えられた（05年12月末現在)。政府の狙いどおり社会保険に
加入したのは、その91%強でほぼ51万人（男女比は56:44)であった48)。その結果、社
会保障制度を支える外国人労働者は「正常化」によって2ポイント増えて、全体の8.5％前
後に相当する約160万人（平均年齢35歳）になった49)。申請と社会保険加入の数がともに
多かったのは、中南米4カ国（エクアドル・コロンビア・ボリビア・アルゼンチン）東欧3
カ国（ルーマニア・ブルガリア・ウクライナ）そしてモロッコを合わせた8カ国で、全体の
4分の3を占めた。ここで、当局が把握している最新のスペイン在住外国人にかんする出身
国別一覧表を参考までに載せておこう （図表12)。
図表12住民登録あるいは居住許可証を有する外国人居住者
-2008.12.31.現在、4,473,499名の出身国別一覧
ルーマニア
16．10％
その他
22.07％
ツコ
6％
ル
44%
や国
_10％
3．23％
出所)http://extranjeros.mtas.es/es/InfOrmacionEstadistica/Informes/Extranjeros31Diciembre.2008
正常化の申請が多かった、裏返せば非正規就労が濃厚な分野は、家事サービス業（32%）建
設業(21%)農業(15%)ホテル業(10.5%)商業･修理業(8%)製造業(4.5%)不動産業(4.5%)
輸送・倉庫業（2％）その他（2.5%）となっている。地域別に見れば、マドリード（24.9％）・
カタルーニャ(20.1%)･アンダルシア(12.3%)･ムルシア(6.4%)の順に正常化の申請が多かった。
48）残りの9％弱は、社会保障制度へ加入するという要件が満たされず、非正規就労の闇に舞い戻った。
49）ちなみに05年の雇用創出407,100件のうちの45.4％は外国人労働者で占められ、同年第2四半期の被雇用
者全体のうち外国人労働者は10年前の2％から10.8%に達した(Cruz2006p.499)。
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*不法滞在に対する水際作戦と洗い出し
67
住民登録→居住許可と労働許可→社会保険加入で「正常化」が完結するわけではない。ま
ず、住民登録以前の問題つまり不法入国と不法残留《レベル1》について、現サパテロ政府
は04年末から次のような窮余の一策を講じている(IzquierdoyFernandez2006pp.464~
5)。旅客運送業者に入国申請書類の検査と帰国用有効チケットの確認を委託して、不法入
国の阻止（合法的入国の保証）を求めた（偽証の場合、罰則付き)。また、地方自治体には
不法残留のチェックを指示した。住民登録済み移民ESRリストを報告させ、居住許可者リ
ストとの照合によって判明した違反者sinpapelは国外追放の対象とした。
さらに、すでに滞在するグレーゾーンの移民には、次のいずれかによって正規（合法）性
を証明させている。 1)労働現場に定着していることを、2年間の居住実績のほかに1年間
働いていた事実を公的に証明する。 2）社会的に定着していることを－3年間の居住実績
と就労機会の存在のほかに－スペイン人家族か合法的外国人居住者との繋がりによって証
明し、かつ市の公報にも開示させる。 3）血縁的な繋がり－両親のいずれかがスペイン人
移民であることを立証する。 4）国際基準による人道的理由で難民と認定された者。
但し、これらの措置もその対象は移民の家計支持者であって、その家族は－2年間スペ
インで就学実績のある児童を除けば－網の目から漏れている。いずれ呼び寄せられる家族
も同様である。次に、移民の家族形成に関連するだけでなく、社会的統合を深化させるうえ
で重要な教育問題に触れておこう。
*移民にかかわる差別解消と共生のために
現在のスペインが抱える移民問題の核心は、言葉や宗教や衣食の習慣の違いにあるのでは
ない。上記の「正常化」が達成きれたとしても、 l)「貧困に由来する社会的隔離ないし差
別」が見え隠れしており、 2）社会的統合を具現するカギとなる「共生」の成否は、教育や
居住環境に大きく依存している。そこでスペイン政府は移民統合基金(FIDI)1億2000万
ユーロを予算計上して05年4月にその60％を移民の「受入と統合」に、残る40％を移民
の「教育支援」に充てた。 「受入と統合」向け7200万ユーロの10%は17自治州すべてに等
分され､20％は｢移民の圧力」に曝されている地域一アンダルシア･カナリア諸島･カタルー
ニヤ・バレンシア・マドリード・ムルシアに重点的に配分される。残りの70％はEU諸国
以外の出身で社会保障制度の加入者数に応じて支給きれる。 「教育支援」向け4800万ユーロ
の60％はEU諸国以外から来た就学児童・生徒数に応じて、残る40%は非スペイン語圏出
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身の就学者(大学生を除く）を対象に配分される(IzquierdoyFernandez2006pp.461～4)。
*社会的統合に資する移民教育について
第1に「共学」を旨としなければならない。そのなかで、生まれも育ちも根底から異なる
子供たちが互いに学び合うことを通じて、知的にも情緒的にも豊かになるチャンスが生まれ
るだろう。第2に共学のなかから、共生するうえで必須のセンスーともに人間としてそれ
ぞれの尊厳を自然に認め合うこと－を身につけさせる。移民の存在は、一方で労働力不足
を部分的に解消して経済成長に貢献しているだけでなく、少子高齢化のもとで社会保障制度
を支える大きな力にもなっている事実50)。他方で移民は、色々な面で社会的弱者の立場に
ある現実。これらを共学の場で知らしめることは、互いの存在を理解し尊重し合う一助とな
ろう。第3に移民の教育へのアクセスを容易にする。貧困に由来する社会的隔離ないし差別
と闘う－端的に言えば貧困から脱却するために最も確実な手段は、教育ないし技能を身に
つけることを措いてほかにない。
しかし現実は厳しい。2004～5年度にスペイン全土で約50万人(10年前のほぼ10倍5'))
の外国人（大多数は移民）の子供が就学している（全体の5.7％)。そのうち20.2％は幼児教
育（幼稚園） 44.5％は初等教育（小学校）27.0％は後期義務教育（中学校）の対象者だった
(Cruz2006p.509)。義務教育を終えて進学した移民の子供は、多めに見積もっても9%弱
ということになる。スペインで移民ブームが起こってからまだ10年ほどしか経っておらず、
移民の平均年齢も35歳と若い「第1世代」である点を考慮すれば、移民の子供の高学歴化
は少なくとも15～20年先のことだと見なさねばならない。
敷術すれば、いまやスペインの経済は、移民労働なしには機能しない。労働供給や有効需
要（住宅を含む）を下支えするうえで不可欠な要素でありながら、個々の生産現場では短期
間で雇用主の間を転々とし、必要に応じ使い回して捨てられる存在になっている。こうした
50）移民の労働力率の平均はスペイン人を20ポイント上回り72.2%(2001年末）であり、「良く働く」移民
はスペインの国富ないし成長に貢献している。05年「正常化」の結果、160万の移民が租税と社会保障
費を負担するようになったが、概して雇用契約期間の短い移民が失業しても給付額は少ない。平均して
若い「移民第1世代」は、年金給付は言うまでもなく健康保険の利用も、高齢化したスペイン人の労働
者に比べて少ない。そのうえ就学児童・生徒数も今のところ少ないため学校教育の経費も嵩まない。あ
る調査によれば、移民が享受する公共サービスを’とすれば、彼らが国の諸政策を財政面で支える貢献
は2を上回っているという (Arango2003p.9)。
51)急増したのは、その間に1)移民の絶対数が増加した、2)定住して家族を呼寄せ、子供に義務教育を
受けさせる親が増えた、 3）移民女性の出生率が高い、などの要因が考えられる。
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状況は、 「人種差別と労働搾取」という副題の単行本まで出版きれた「エル・エヒード事件」
(2000.2.)52)であぶり出されたが、残念ながら現社会労働党サパテロ政権でもそれほど改善
されたとは思えない。それは外国人労働者「正常化」措置の第2目標「国内労働市場では供
給されず、合法的な移民の流入によっても充たされない人手不足に応える」という文言から
も窺える。具体的には-94年からの外国人労働者年間受入れ枠（クオータ制）を踏襲し
た形で－「(スペイン人による）充足が困難な職種カタログ」（四半期ごとに更新）に記載
された仕事に就こうとする移民にのみ「労働許可証」を交付するというスタンスにほかな
らない(IzquierdoyFernandez2006p.466)。いまや440万を超す外国人居住者のおそらく
70％を超える「経済移民」53)（この他にも存在する無数の水面下の移民）にとって、第二世
代がスペインで社会的発言力をもつ暁まで、忍従の時は大なり小なり続くものと考えねばな
らないのであろう。
結びにかえて
スペインは自国のヨーロッパ統合への参加を通じて、 1995年から2007年まで長期安定成
長を躯歌した。この繁栄期の特徴として本稿では、従前とは逆の移民の流れを採りあげた。
もう一つの特徴である直接投資の流れの逆転つまり資本輸入国から輸出国への変身について
は触れなかった。別の機会に扱いたいと思う。
07年春に露見したサブ･プライム･ローン問題に始まり､08年9月の米国投資銀行リーマン・
ブラザースの破綻によって明白となった世界同時不況。今回の不況に直面したスペイン経済
の脆弱性を予備的に列挙しておこう。 1） 自国の住宅バブル破裂に追い撃ちをかけるように
してグローバルな金融危機が発生した。またしてもスペインは「二重危機」に襲われている。
2）ユーロ導入後の効果（54頁)Ji'EU資金援助つまり外部からの資金調達で「繁栄」を躯
歌してきたスペイン。その資金源が潤沢であっただけに、枯渇した時のダメージも大きい。
東欧への拡大によってEU資金は、豊かになったスペインを離れて－労働力と入れ替わる
かのように－東方に向かっていた。その折から青天の霧震のような金融危機が発生して心
理的恐慌を来している。 3） もちろん実体経済にも不況で失業者が400万人を超えるという
52）アルメリア地方のエル・エヒードで、移民による殺人事件が引き金となって地元市民とモロッコ系移民
との緊張が高まり、事件後も現地の労働組合事務所に移民が立て籠もった。そのなかの35名にたいする
アンケート調査によれば、 99年9月から調査時点（2000年4月）までの間、一人の雇用主のもとで働い
た最長期間の平均は15日だった(Martinez2006p､519)。
53）図表12のデータを図表llのように先進国と途上国に大括りしたうえでの筆者の推測による。
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深刻な影響がみられる。そのうえすでに大量の移民に伴う問題も抱えている。インフオーマ
ル部門を含めて懐の深いスペインといえども今まきに難題に直面している“)。
最後に、希望につながる要因も挙げておこう。 l)研究開発R&D分野は別にして、企業
の生産設備は－公共インフラとともに－繁栄期の固定資本形成によって充実している。
2）困難な労働市場改革の副産物であるネオ・コーポラテイズム復活に象徴されるように、
成熟したスペイン社会では政労資の社会的対話が機能している。対EU政策や安定的マクロ
経済政策などを共有する二大政党のもとで、時宜を得た政権交代も実現されてきた。しばら
くは成り行きを注目することにしたい。
《2009年3月末》
追記：本稿は平成20年度科学研究費補助金「ユーロ域経済の分裂傾向とユーロの持続性に
関する総合的研究」基盤研究(B)課題番号18330052による研究成果の一部である。
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